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道から市町村への事務・権限移譲方針 目次 新旧対照表
現 行 改 訂 (31.3) 備 考

１ 方針の目的 １ 方針の目的

２ 用語の定義 ２ 用語の定義

３ 道州制下における市町村、 ３ 道州制下における市町村、道州、国の役割分担
道州、国の役割分担

(1) 基本的な考え方 (1) 基本的な考え方
(2) 基本的な役割分担 (2) 基本的な役割分担
(3) 具体的な役割分担 (3) 具体的な役割分担

４ 道から市町村への移譲対象 ４ 道から市町村への移譲対象となる事務・権限
となる事務・権限

(1) 基本的な考え方 (1) 基本的な考え方
(2) 移譲対象 (2) 移譲対象
(3) 事務・権限の区分 (3) 事務・権限の区分
(4) 当面の移譲対象 (4) 当面の移譲対象
(5) 事務・権限の移譲先 (5) 事務・権限の移譲先

５ 道から市町村への事務・権 ５ 道から市町村への事務・権限の移譲の進め方
限の移譲の進め方

(1) 移譲の単位 (1) 移譲の単位
(2)事務・権限の移譲の進め方 (2) 事務・権限の移譲の進め方
(3)市町村の行政体制整備の (3) 重点推進権限の選定及び移譲促進 新規
推進 (4) 重点推進地域の選定及び移譲促進 新規

(5) 市町村の行政体制整備の推進

６ 移譲に当たっての措置 ６ 移譲に当たっての措置
(1) 財政的措置 (1) 財政的措置
(2) 人的措置 (2) 人的措置
(3)適正な事務処理の確保に (3) 移譲を円滑に進めるための環境づくり 新規
係る支援措置 (4) 適正な事務処理の確保に係る支援措置

７ 特例条例（地方自治法第 ７ 特例条例（地方自治法第252条の17の2）による移譲の場合の手続
252条の17の2）による移譲
の場合の手続

(1) 事務・権限移譲の要望照会 (1) 事務・権限移譲の要望照会から移譲までの手続
から移譲までの手続 (2) 市町村議会の議決を経て、移譲要請があった場合の手続

(2) 市町村議会の議決を経て、 (3) 法改正等により速やかに移譲する場合の手続
移譲要請があった場合の手続

(3) 法改正等により速やかに移
譲する場合の手続

８ 今後のスケジュール ８ 今後のスケジュール

○「道州制に向けた道から市町 参考資料へ移記
村への事務・権限移譲方針」
の改訂までの経過

参考資料へ移記
【別表】道州制下における市町
村、道州、国の役割分担（例
示）

別表１ 【重点推進権限】 別表１～２追加
別表２ 【旅券事務の移譲状況】

参考資料
資料１ 道州制下における市町村、道州、国の役割分担（例示） 本文末尾より移記
資料２ 道州制に向けた道から市町村への事務・権限移譲方針」に係る 本文末尾より移記

これまでの経過
資料３ 振興局別の移譲状況 追加
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道から市町村への事務・権限移譲方針 本文 新旧対照表
現 行 改 訂 (31.3) 備 考

１ 方針の目的 １ 方針の目的
(略) (同左)

２ 用語の定義 ２ 用語の定義
(略) (同左)

３ 道州制下における市町村、道 ３ 道州制下における市町村、道州、国の役割分担
州、国の役割分担 (同左)

(略)
４ 道から市町村への移譲対象と ４ 道から市町村への移譲対象となる事務・権限
なる事務・権限 (同左)

(略)
５ 道から市町村への事務・権限 ５ 道から市町村への事務・権限の移譲の進め方
の移譲の進め方
(1) 移譲の単位 (1) 移譲の単位

(略) (同左)
(2) 事務・権限の移譲の進め方 (2) 事務・権限の移譲の進め方

① 市町村の同意 ① 市町村の同意
(略) (同左)
② 移譲の進め方 ② 移譲の進め方

(略) (同左)
③ 事務・権限移譲リスト ③ 事務・権限移譲リストの提示
の提示 (同左)

(略)
④ 重点推進権限の選定 【削除】 ④ は (３ )① へ 移

(略) 記。以下項ずれ
⑤ 法定移譲等に伴う関連 ④ 法定移譲等に伴う関連事務・権限の移譲

事務・権限の移譲
(略) (同左)
⑥ 移譲の効果のＰＲ ⑤ 移譲の効果のＰＲ

(略) (同左)
⑦ 地域単位又は個別の ⑥ 地域単位又は個別の協議
協議

(略) (同左)

(3) 重点推進権限の選定及び移譲促進 新規

① 重点推進権限の選定

全道的に多くの市町村へ移譲が進んでいる事務・権限や統一的に移譲する 現行(２)④重点推

ことが効果的・効率的な事務・権限等について、重点的に移譲を推進する事 進権限の選定を移

務・権限（以下「重点推進権限」という。）として、別表１のとおり12法令13 記し、一部加筆

事務176権限を選定する。 別表１追加

② 重点推進権限の移譲促進 新規

重点推進権限については、統一的に全市町村へ早期に移譲されるよう、よ

り一層の推進に努めることとし、未移譲市町村へ個別に働きかけるととも

に、担当者会議において、事務処理の迅速化や市町村の政策展開を図る上で

効果的な事務・権限として、移譲の効果等を積極的に周知するなど、市町村

の実情に応じた協議・提案に取り組む。

また、既に重点推進権限の移譲を受けた市町村の取組成果の事例をホーム

ページで紹介するなど、移譲に係る広報を充実させ移譲を促す。

③ 旅券事務（一般旅券の発給申請受理・交付に関する事務）の移譲促進 新規

重点推進権限のうち、住民に最も身近な事務・権限である旅券事務につい

ては、手続のワンストップ化など、より一層の住民サービスの向上を図るた

め、別表２の未移譲市町村に対し、次の取組により移譲を促す。 別表２追加

ア 小規模市町村（人口1万人以下）への取組

既に移譲を受けている市町村のうち、26の小規模市町村では、住民が日

常生活圏域としている近隣の移譲済市町に事務を委託（地方自治法第252

条の14）しているが、こうした取組を未移譲の小規模市町村（別表２の未

移譲市町村のうち下線表示）に対し周知することにより移譲を促す。

イ 振興局所在の市町への取組

振興局において、旅券の発給申請手続をした住民への調査によれば、半

数以上が市役所（町村役場）での手続を求めており、こうした住民の意向

を踏まえ、振興局所在の未移譲の市町に対しては、個別に全道の移譲状況

や同じ管内の未移譲市町村（別表２の未移譲市町村のうち囲み表示）の検

討状況を情報提供することにより検討を促す。
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現 行 改 訂 (31.3) 備 考

(4) 重点推進地域の選定及び移譲促進 新規

市町村における事務・権限の移譲に対する認識や考え方に違いがあることか

ら、市町村ごと、さらには振興局ごとの進捗率に差異が生じている。

このため､重点推進権限の進捗率が全道平均を下回り、かつ、重点推進権限の

移譲事務数が極端に少ない（４事務未満）市町村を有する振興局を重点推進地

域として選定し､次に掲げる取組により住民サービスの格差の解消を図る｡

① 権限移譲に係る合同相談会又は移動相談会の開催

当該地域において移譲が進展していない複数の重点推進権限に係る未移

譲市町村を参集して、合同相談会を開催するほか、特定の重点推進権限に

ついて管内の未移譲市町村を巡回して個別に相談を行う移動相談会を開催

し、移譲の検討を促す。

② 同一の事務・権限の統一的な移譲の検討

上記①の取組を踏まえ、隣接する地域において住民サービスの格差が生

じないよう、同一の事務・権限の統一的な移譲の検討を促す。

(3) 市町村の行政体制整備の推進 (5) 市町村の行政体制整備の推進

(略) (同左)

６ 移譲に当たっての措置 ６ 移譲に当たっての措置

(1) 財政的措置 (1) 財政的措置

① 権限事務が法定移譲さ ① 権限事務が法定移譲される場合

れる場合 (同左)

(略)

② 特例条例（地方自治法 ② 特例条例（地方自治法第252条の17の2）による移譲の場合

第252条の17の2）による移 (同左)

譲の場合

(略)

③ 権限移譲を推進するための支援措置 新規

市町村への事務・権限の移譲を促進するため、移譲の際の初期投資(備品 既存制度の明文化

等)に係る経費への支援に努める。

(2) 人的措置 (2) 人的措置 区分ごとに整理

事務・権限の移譲に伴い…… ① 自治法派遣 表題を追記

（以下同右、中略） 事務・権限の移譲に伴い必要となる人員の確保・育成については、上記(1)②

の財政的措置が人件費を含むものであることから、市町村自らが組織体制を整

備し、必要な人材を措置することが原則となる。ただし、市町村から地方自治

法第252条の17の規定に基づく道職員の派遣について求めがあるときは、事前

……協議した上で対応する。 に調整・協議した上で対応する。

② 相互交流 表題を追記

更に、市町村が特定分で…… 市町村が特定分野で数多くの移譲を受ける際、円滑な運用体制を構築する

（以下同右、中略） ための資格者等の人的支援や道における実務経験の付与などについて市町村か

ら求めがある場合は、事前に調整・協議した上で、市町村と道職員の相互交流

……相互交流派遣等を行う。 派遣等を行う。

③ 権限移譲派遣 表題を追記

加えて、事務・権限の移譲…… 事務・権限の移譲を短期集中的に拡大するため、市町村に対して道職員を

（以下同右、中略） 派遣し、移譲事務の円滑な処理や受入体制の整備等を支援する。

……整備等を支援する。

④ 研修実施に係る道職員の派遣及び研修員の道への受入れ

また、移譲される事務…… 移譲される事務・権限の処理に市町村職員が習熟するための研修、訓練等

（以下同右、中略） を行うことが必要な場合は、研修会の開催や道職員が出向いての講習、又は、

……受入れ等により対応する。 市町村職員の研修員としての受入れ等により対応する。

⑤ その他 表題を追記

なお、道の機関が…… 道の機関が持っている機能を一括して譲り受けたいとの要望が市町村から

（以下同右、中略） 示された場合などには、中核市移行に伴う保健所機能の一部移管の例などを参

……方法を検討する。 考とした人的措置の方法を検討する。
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現 行 改 訂 (31.3) 備 考

(3)移譲を円滑に進めるための環境づくり 新規

人口減少社会の中で移譲された事務・権限を担う一部の市町村では、業

務量の増加に伴う受入体制の構築や、処理件数が少ない事務・権限に係る

知識・ノウハウの蓄積のほか、専門人材の確保が厳しい状況にあるため、

今後の事務・権限の受入れについて消極的な意向が示されている。

このため、権限移譲の推進に向けて、市町村間の広域連携による効率的な事務

処理や、移譲後における市町村のそれぞれの実情に応じた課題解消への取組によ

り、事務・権限の受入環境の整備に努める。

① 広域的な連携手法の活用

道内では、これまでも、介護保険法に係る事務・権限が広域連合へ

移譲されているほか、旅券事務が近隣の市町へ事務委託されているな

ど、広域的な連携の取組が進められているが、このほかにも一部事務

組合への事務委託や機関等の共同設置といった、広域的な連携手法を

活用することが効果的と考えられる事務・権限の移譲について情報提

供や各種調整を行うなど、移譲する事務・権限の広域連携による効果

的、効率的な事務処理に向けた取組を推進する。

なお、他府県の事例等から概ね次のような事務・権限が広域的な取

組に適しているものと考えられるが、これらの事務・権限以外でも広

域的な連携手法の活用の適否については、市町村の意向を踏まえ個別

に協議、検討する。

区 分 法 令 名 事 務 名

広域連合への移 老人福祉法 有料老人ホームの設置等に関する事務
譲、一部事務組 介護保険法 指定居宅サービス事業者の指定等に関す
合への事務委託 る事務

火薬類取締法 火薬類の製造等の許認可に関する事務
高圧ガス保安法 高圧ガスの製造等に関する事務
液化石油ガス法 液化石油ガス販売事業者の登録に関する

事務
市町村間の事務 旅券法 一般旅券の発給申請受理及び交付に
委託、機関等の 関する事務
共同設置等 電気用品安全法 電気用品販売等の規制に関する事務

② 移譲後のフォローアップ

移譲対象としている事務・権限には、建築や土木技術などに関す

る専門知識が必要なものや、医師や薬剤師など特定の資格を有する

職員が必要なものが含まれていることから、こうした職員の継続的

な確保に不安を有している市町村では、これらの事務の移譲に消極

的な意向が示されている。

こうした市町村の不安を払拭し、権限移譲を推進していくため、次の(4)

「適正な事務処理の確保に係る支援措置」に加え、個別の相談体制の強化や

道職員の臨時的な派遣などによる人的支援のほか、移譲を受けた事務の返

戻も含め、それぞれの市町村の実情に応じて、事務・権限の受入れに係る

課題解消に向けた支援に努める。

(3)適正な事務処理の確保に係る (4) 適正な事務処理の確保に係る支援措置
支援措置 (同左)
(略)

① 説明会等の実施又は文書 ① 説明会等の実施又は文書による事務内容の説明
による事務内容の説明 (同左)

(略)
② 事務処理マニュアル等の ② 事務処理マニュアル等の作成 加筆

作成 市町村への事務・権限の移譲に当たっては、必要に応じ、事務処理方法等を

市町村への事務・権限の 示したマニュアル等を作成し、提供する。

移譲に当たっては、必要に また、移譲された事務・権限の円滑な執行に必要な事務処理マニュ

応じ、事務処理方法等を示 アル等の関係資料については、これまで関係課ごとに提供してきたが、

したマニュアル等を作成し、 市町村からの電子化等の要望を踏まえ、マニュアル等のプラットフォ

提供する。 ーム化を図り、関係資料の充実に努める。

③ 条例、規則等の整備に係 ③ 条例、規則等の整備に係る助言
る助言 (同左)

(略)
④ 移譲後の事務・権限の処 ④ 移譲後の事務・権限の処理に係る協力
理に係る協力 (同左)

(略)
⑤ 職員の育成に係る協力 ⑤ 職員の育成に係る協力
(略) (同左)
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現 行 改 訂 (31.3) 備 考

７ 特例条例（地方自治法第252条 ７ 特例条例（地方自治法第252条の17の2）による移譲の場合の手続
の17の2）による移譲の場合の手
続
(1) 事務・権限移譲の要望照会か (1) 事務・権限移譲の要望照会から移譲までの手続
ら移譲までの手続 原則として、下記「事務・権限移譲の基本的な流れ」により行うこととする。
(略) ○ 事務・権限移譲の基本的な流れ

検 討 の 流 れ 時 期
◎「事務・権限移譲リスト」改訂版の提示 ４～６月 実情に合わせて時
◎ 道から市町村への移譲要望の照会 期を修正
◎ 市町村から道への移譲要望の回答 ７月

◎ 道と市町村による移譲要望事務・権限についての ７～９月
事前協議（注を参照）

◎ 移譲予定事務・権限の決定（最終回答） ９月

◎ 市町村から道への移譲予定事務・権限の同意書の 11月
提出（地方自治法第252条の17の2に基づく協議）

◎ 道から市町村への引継ぎ 12～３月

◎ 事務・権限の移譲 翌年４月
※一部の事務・権限は、他の時期に移譲

注）移譲要望時に市町村から示された確認事項等について、地方自治法の
規定に基づく協議に先立ち、市町村の疑問の解消等を図るため、道と市町
村との間で、事前 に協議を行う。

(2) 市町村議会の議決を経て、移 (2) 市町村議会の議決を経て、移譲要請があった場合の手続
譲要請があった場合の手続 (同左)
(略)

(3) 法改正等により速やかに移譲 (3) 法改正等により速やかに移譲する場合の手続
する場合の手続
(略) (同左)

８ 今後のスケジュール ８ 今後のスケジュール 時点修正
当移譲方針（改訂版)は平成26 本方針は、平成31年４月（新元号２年度移譲要望）から適用する。

年4月（平成27年度移譲要望）か
ら適用する。

(略) (同左)

○「道州制に向けた道から市町村 【削除】 参考資料へ移記
への事務・権限移譲方針」の改訂
までの経過

(略)

【別表】道州制下における市町村、 【削除】 参考資料へ移記
道州、国の役割分担（例示）

(略)

別表１【重点推進権限】 新規
(略)

別表２【旅券事務の移譲状況】 新規
(略)

＜参考資料＞
資料１ 道州制下における市町村、道州、国の役割分担（例示） 本文から移記

(略)
資料２ 道州制に向けた道から市町村への事務・権限移譲方針」の改訂まで 本文から移記

の経過
(略) 追加

資料３ 振興局別の移譲状況
(略)


